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北九州広域都市計画事業旦過地区土地区画整理事業施行規程をここに公布す

る。

令和２年１１月９日

北九州市長 北 橋 健 治

北九州市条例第４７号

北九州広域都市計画事業旦過地区土地区画整理事業施行規程
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付則

第１章 総則

（趣旨）

第１条 この条例は、土地区画整理法（昭和２９年法律第１１９号。以下「法

」という。）第３条第４項の規定により北九州市が施行する小倉北区旦過地

区の土地区画整理事業（以下「事業」という。）の施行に関し、法第５３条

第２項各号に掲げる事項その他必要な事項を定めるものとする。

（事業の名称）

第２条 事業の名称は、北九州広域都市計画事業旦過地区土地区画整理事業と

する。

（施行地区に含まれる地域の名称）

第３条 事業の施行地区（第６条第１号、第８条第２号及び第２０条第４項に

おいて「施行地区」という。）に含まれる地域の名称は、北九州市小倉北区

魚町四丁目の一部とする。

（事業の範囲）

第４条 事業の範囲は、法第２条第１項及び第２項に規定する土地区画整理事

業とする。

（事務所の所在地）

第５条 事業の事務所の所在地は、北九州市小倉北区古船場町１番３５号とす

3



る。

第２章 費用の分担

第６条 事業に要する費用は、次に掲げるものをもって充てる費用を除き、北

九州市が負担する。

（１） 法第２条第２項に規定する土地区画整理事業として北九州市が施行

地区に設置する建築物のうち、法第９３条第２項、第４項又は第５項の規

定により施行地区の宅地の所有者（以下「宅地所有者」という。）又は施

行地区の宅地について借地権を有する者（以下「借地権者」という。）に

与えるように定める部分（以下「換地床」という。）以外の部分（次条に

おいて「保留床」という。）の処分金

（２） 法第９６条第２項の規定により定める保留地（次条において「保留

地」という。）の処分金

（３） 法第１２０条第１項に規定する公共施設管理者の負担金

（４） 法第１２１条に規定する国庫補助金

第３章 保留地等の処分方法

（公開抽選及び一般競争入札）

第７条 保留地及び保留床（以下「保留地等」という。）は、次条の規定によ

り売り払う場合を除き、公開抽選又は一般競争入札による売払いにより処分

する。

（随意契約）

第８条 保留地等は、次の各号のいずれかに該当する場合は、随意契約により

売り払うことができる。

（１） 公用又は公共用に供するため、国又は地方公共団体その他公共団体

が保留地等を必要とするとき。

（２） 施行地区及びその周辺地域の健全な発展を促進する公益的施設を設

置するため、当該施設の設置者が保留地等を必要とするとき。

（３） 法第２０条第２項に規定する利害関係者で事業の施行上必要がある

と市長が認めたものに売り払うとき。

（４） 他の公共事業の施行に伴う代替地として必要があると市長が認めた

とき。

（５） 公開抽選の申込者又は一般競争入札の入札者若しくは落札者がない

とき。

（６） 公開抽選の当選者（繰上当選者を含む。以下この号において同じ。

）がその権利を放棄したとき、又は公開抽選の当選者若しくは一般競争入

札の落札者が契約を締結しないとき。
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（７） 保留地等の売払契約における契約の解除に関する規定により北九州

市が当該契約を解除したとき。

（８） その他市長が特別の事情により必要があると認めたとき。

（買受人等の資格等）

第９条 公開抽選又は随意契約により保留地等を買い受けることができる者の

資格、買い受ける者の決定の方法その他公開抽選及び随意契約の方法に関し

必要な事項は、市長が別に定める。

２ 保留地等を売り払うための一般競争入札に参加する者に必要な資格、一般

競争入札の公告その他一般競争入札の方法に関し必要な事項は、市長が別に

定める。

第４章 土地区画整理審議会

（審議会の名称）

第１０条 法第５６条第１項の規定により設置する土地区画整理審議会（次条

第１項及び第１４条第１項において「審議会」という。）の名称は、北九州

広域都市計画事業旦過地区土地区画整理審議会とする。

（委員の定数）

第１１条 審議会の委員（以下「委員」という。）の定数は、１０人とする。

２ 前項に規定する委員の定数のうち、法第５８条第３項の規定により市長が

土地区画整理事業について学識経験を有する者のうちから選任する委員の数

は、２人とする。

（委員の任期）

第１２条 委員の任期は、５年とする。

（立候補制）

第１３条 法第５８条第１項前段の規定により選挙する委員は、法第６３条各

項に規定する委員の被選挙権を有する候補者のうちから選挙する。

（予備委員）

第１４条 審議会に、宅地所有者から選挙される委員及び借地権者から選挙さ

れる委員についての予備委員をそれぞれ置く。

２ 予備委員の数は、宅地所有者から選挙すべき委員の数又は借地権者から選

挙すべき委員の数（委員の数が奇数のときは、その数から１を減じた数）の

それぞれ半数とする。ただし、選挙すべき委員の数が１人の場合は、１人と

する。

３ 予備委員は、委員の選挙において当選人を除いて第１６条に定める数以上

の有効投票を得た者のうち得票数の多い者から順次定めるものとし、得票数

が同じであるときは、市長がくじで順位を定める。
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４ 委員について土地区画整理法施行令（昭和３０年政令第４７号。次項、第

３２条及び第３４条各項において「令」という。）第３５条第２項の規定に

より再選挙を行わないで当選人を定めた場合において、その当選人となった

者及び既に予備委員である者を除き第１６条に定める数以上の有効投票を得

た者があるときは、前項に規定する方法により予備委員を新たに定めること

ができる。

５ 市長は、前２項の規定により予備委員を定めた場合は、予備委員となった

者にその旨を通知するとともに、令第３５条第５項の規定による公告と併せ

て予備委員の氏名及び住所（法人にあっては、その名称及び主たる事務所の

所在地）並びに委員に補充すべき順位を公告するものとする。

６ 第３項又は第４項の規定により予備委員に定められた者は、前項の規定に

よる公告の日から予備委員としての地位を取得するものとする。

（予備委員からの補充）

第１５条 選挙された委員に欠員を生じた場合は、委員に補充すべき順位に従

い順次予備委員をもって補充するものとする。

２ 市長は、前項の規定により予備委員をもって補充した場合は、補充により

委員となった者の氏名及び住所（法人にあっては、その名称及び主たる事務

所の所在地）を公告するとともに、委員となった者にその旨を通知しなけれ

ばならない。

３ 補充により委員となった者は、前項の規定による公告の日から委員として

の地位を取得するものとする。

（当選人及び予備委員となるために必要な得票数）

第１６条 当選人又は予備委員となるために必要な得票数は、当該選挙におい

て宅地所有者及び借地権者からそれぞれ選挙すべき委員の数でその選挙にお

けるそれぞれの有効投票の総数を除して得た数の６分の１以上の数とする。

（委員の補欠選挙）

第１７条 宅地所有者から選挙された委員又は借地権者から選挙された委員の

欠員の数がそれぞれの委員の定数の３分の１を超えるに至った場合において

、第１５条第１項の規定により委員に補充すべき予備委員がないときは、当

該委員の補欠選挙を行うものとする。

（学識経験委員の補充）

第１８条 市長は、学識経験を有する者のうちから選任した委員に欠員を生じ

た場合は、速やかに補欠の委員を選任するものとする。

第５章 地積の決定の方法

（基準地積の決定）
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第１９条 換地計画において換地（換地床を含む。以下同じ。）を定めるとき

の基準となる従前の宅地各筆の地積（次条各項及び第２１条において「基準

地積」という。）は、法第５５条第９項の規定による公告の日（以下「基準

日」という。）現在において不動産登記法（平成１６年法律第１２３号）第

２条第９号に規定する登記簿（次条第６項及び第２１条において「登記簿」

という。）に登記されている地積とし、基準日現在において登記されていな

い土地については市長が実測した地積とする。

（基準地積の更正等）

第２０条 宅地所有者又は宅地について所有権以外の権利（処分の制限を含む

。次条において同じ。）を有する者は、当該宅地の基準地積が事実と異なる

と認めるときは、基準日から９０日以内に市長に対し、基準地積の更正を申

請することができる。

２ 市長は、前項の規定による申請があったときは、申請者、当該申請に係る

宅地に隣接する土地の所有者その他当該宅地の地積を確認するために必要な

者の立会いを求めて当該宅地の地積を確認し、当該確認した地積をもって基

準地積を更正するものとする。

３ 市長は、基準地積が明らかに事実と異なると認める宅地及び特に地積を実

測する必要があると認める宅地について、当該宅地の所有者及び当該宅地に

隣接する土地の所有者の立会いを求めて当該宅地の地積を実測し、当該実測

した地積をもって基準地積を更正することができる。

４ 市長は、施行地区を適当と認める区域に分割し各区域について実測した宅

地の地積と当該区域内の基準地積を合計した地積との間に差異がある場合は

、当該差異に係る地積を当該区域内の基準地積（前条に規定する市長が実測

した基準地積又は前２項に規定する市長が更正した基準地積を除く。以下こ

の項において同じ。）にあん分して基準地積を更正しなければならない。

５ 基準日後に分割した宅地の分割後の各筆の基準地積は、分割前の宅地の基

準地積を分割後の各筆の登記された地積にあん分した地積とする。ただし、

分割後の宅地各筆の所有者全員が連署した書面をもってこれと異なる申出が

あった場合は、市長は、分割前の宅地の基準地積を当該申出による割合であ

ん分した地積とすることができる。

６ 第１項に規定する期間後に宅地の基準地積が事実と異なる旨の申請があっ

た場合において、基準日現在において登記簿に登記されている地積と実測し

た地積との間に差異があると認めるときは、市長は、当該差異について、金

銭により清算することができる。

（所有権以外の権利の目的となる宅地の地積）
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第２１条 換地計画において換地について所有権以外の権利の目的となるべき

宅地又はその部分を定めるときの基準となる従前の宅地について存する所有

権以外の権利の地積は、基準日現在において登記簿に登記されている地積又

は法第８５条第１項の規定による申告に係る地積（地積の変更について同条

第３項の規定による届出があったときは、当該変更後の地積）とする。ただ

し、当該地積が当該権利の存する宅地の基準地積と符合しないときは、市長

が当該宅地の基準地積の範囲内で定めた地積をもって当該権利の地積とする

。

第６章 宅地の立体化

（宅地の立体化の申出）

第２２条 法第９３条第４項又は第５項に規定する申出は、市長が定める期日

までに行わなければならない。

２ 市長は、前項の申出があった場合は、同項の期日の経過後遅滞なく、換地

計画において当該申出をした者に換地床の一部及び換地床の存する土地の共

有持分を与えるように定め、又は当該申出に応じない旨を決定し、当該申出

をした者に対してその旨を通知しなければならない。

（換地計画の認可の通知）

第２３条 市長は、換地計画において法第９３条第２項、第４項又は第５項の

規定により宅地所有者又は借地権者に換地床の一部及び換地床の存する土地

の共有持分を与えるように定めた場合において、当該換地計画について法第

８６条第１項又は第９７条第１項の認可を受けたときは、当該宅地所有者又

は当該借地権者に対してその旨を通知しなければならない。

（換地処分前の使用等）

第２４条 市長は、前条の規定による通知を受けた者に対し、当該通知を受け

た日から法第１０３条第４項の規定による公告がある日まで、当該通知を受

けた者が法第１０４条第７項の規定により取得することとなる換地床につい

て、契約により使用又は収益をさせることができる。

第７章 評価

（評価員の定数）

第２５条 法第６５条第１項の評価員（次条及び第２７条第２項において「評

価員」という。）の定数は、３人とする。

（宅地及び換地の評価）

第２６条 従前の宅地及び換地の価額は、市長がその位置、面積、区画、土質

、水利、利用状況、環境、固定資産税の課税標準等を総合的に考慮し、評価

員の意見を聴いて定める。
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（権利の評価）

第２７条 所有権以外の権利（処分の制限を含み、地役権を含まない。以下同

じ。）の存する宅地についての所有権及び所有権以外の権利の価額は、当該

宅地の価額にそれぞれの権利の価額の割合を乗じて得た額とする。

２ 前項の権利の価額の割合は、市長が宅地の価額、賃借料、位置、区画、土

質、水利、利用状況、環境等を総合的に考慮し、評価員の意見を聴いて定め

る。

第８章 清算

（清算金の算定）

第２８条 換地計画において定める清算金の額は、従前の宅地の価額の総額に

対する換地の価額の総額の比を従前の宅地又はその上に存する所有権以外の

権利の価額に乗じて得た額と当該宅地に対する換地又はその換地について定

められた所有権以外の権利の価額との差額とする。

（換地を定めない宅地等の清算金）

第２９条 法第９０条、第９１条第４項、第９２条第３項、第９３条第３項又

は第９５条第６項の規定により換地又は所有権以外の権利の目的となるべき

宅地の全部若しくは一部を定めないで金銭で清算する場合における清算金の

額は、従前の宅地の価額又は従前の宅地の所有権及び所有権以外の権利の価

額に前条の比を乗じて得た価額とする。

（清算金の相殺）

第３０条 清算金を徴収すべき者に対して交付すべき清算金があるときは、そ

の者から徴収すべき清算金とその者に交付すべき清算金とを相殺するものと

する。ただし、法第１１２条第１項の規定により供託する清算金があるとき

は、その清算金は、相殺の対象としない。

（清算金の分割徴収及び分割交付）

第３１条 市長は、法第１１０条第１項の清算金（前条の規定により相殺した

場合は、相殺後の残額をいう。以下この条及び第３３条第１項において同じ

。）が１万円を超える場合は、次の表に定めるところにより分割徴収し、又

は分割交付することができる。ただし、当該清算金を納付すべき者の資力が

乏しいため同表に定める期間内に納付することが困難であると認められると

きは、１０年以内において市長が別に期間を定めて分割徴収することができ

る。

清算金の総額 分割徴収又は分割交付を完了すべき期間

３万円未満 １年以内
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３万円以上１０万円未満

１０万円以上２０万円未満

２０万円以上３０万円未満

３０万円以上

２年以内

３年以内

４年以内

５年以内

２ 前項の規定による分割徴収に係る清算金の分割納付を希望する者は、あら

かじめ、市長の承認を受けなければならない。

３ 前項の規定により清算金の分割納付の承認を受けた者が分割納付すべきそ

れぞれの金額は、分割納付を認められた清算金の総額を分割納付の回数で除

して得た金額とする。ただし、当該除して得た金額に１００円未満の端数が

あるときは、当該端数金額は、全て最初の分割納付の納期限に係る分割金額

に合算するものとする。

４ 第２項の規定により清算金の分割納付の承認を受けた者は、市長の承認を

受けて、未納の清算金の全部又は一部を繰り上げて納付することができる。

５ 市長は、第２項の規定により清算金の分割納付の承認を受けた者が分割に

係る納付金を滞納したときは、未納の清算金の全部又は一部について、納期

限を繰り上げて徴収することができる。

６ 市長は、第１項の規定により清算金を分割徴収し、又は分割交付する場合

は、毎回の徴収金額又は交付金額及び毎回の納期限又は交付期限を定めて、

清算金を分割納付する者又は清算金の分割交付を受ける者に通知する。

７ 第３項の規定は、清算金を分割交付する場合について準用する。

（清算金の分割徴収に係る利率）

第３２条 令第６１条第１項に規定する施行規程で定める率は、法第１０３条

第４項の規定による換地処分の公告があった日の翌日における財政融資資金

の管理及び運用の手続に関する規則（昭和４９年大蔵省令第４２号）第１５

条第２項の普通地方長期資金の貸付けに係る利率のうち、次に掲げる条件に

よる貸付金に適用される利率と同一の率（当該率が同日における法定利率を

超えるときは、当該法定利率）とする。

（１） 金利方式 固定金利方式

（２） 元利金の支払方法 半年賦元金均等償還

（３） 償還期間 ９年を超え１０年以内

（４） 据置期間 １年以内

（延滞金）

第３３条 法第１１０条第４項の規定により徴収することができる延滞金は、

当該督促に係る清算金の額（以下この項において「督促額」という。）が１

００円以上である場合に徴収するものとし、その額は、納付すべき期限の翌
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日から納付の日までの日数に応じ、督促額（１００円未満の端数があるとき

は、これを切り捨てる。）に年１０．７５パーセントの割合を乗じて計算し

た額とする。この場合において、督促額の一部につき納付があったときは、

当該納付の日以後の期間に係る延滞金の計算の基礎となる額は、当該納付の

あった督促額を控除した額とする。

２ 前項の延滞金の額が１０円未満である場合は、これを徴収しないものとす

る。

３ 市長は、第１項の規定にかかわらず、災害その他やむを得ない理由がある

と認めるときは、延滞金を減免することができる。

第９章 雑則

（所有権以外の権利の申告等の受理の停止）

第３４条 市長は、令第１９条に規定する委員の選挙期日の公告の日から起算

して２０日を経過した日から令第２２条第１項に規定する選挙人名簿の確定

の公告の日までの間は、借地権に係る法第８５条第１項の規定による申告又

は同条第３項の規定による届出を受理しない。

２ 市長は、令第５５条の２において準用する令第３条に規定する換地計画の

縦覧についての公告の日以後は、宅地について存する所有権以外の権利に係

る法第８５条第１項の規定による申告又は同条第３項の規定による届出を受

理しない。

（換地処分の時期の特例）

第３５条 市長は、特に必要があると認める場合は、換地計画に係る区域の全

部について工事が完了する以前においても換地処分をすることができる。

（委任）

第３６条 この条例に定めるもののほか、事業の施行について必要な事項は、

市長が別に定める。

付 則

この条例は、法第５５条第９項の規定による公告の日から施行する。
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北九州市公告第７４９号 

 一般競争入札により、調達契約を締結するので、地方自治法施行令（昭和２

２年政令第１６号）第１６７条の６第１項及び北九州市契約規則（昭和３９年

北九州市規則第２５条。以下「契約規則」という。）第４条第１項の規定によ

り、次のとおり公告する。 

  令和２年１１月９日 

北九州市長 北 橋 健 治   

１ 調達内容 

 （１） 調達契約の名称及び数量 

  ＯＣＲ機器等の賃貸借及び保守 一式 

 （２） 履行の内容等 入札説明書及び仕様書で定めるとおり 

 （３） 履行期間 契約締結日から令和８年３月３１日まで（契約締結の日

から令和３年３月３１日までは機器等の設置及び設定準備期間とし、契

約金額の支払いの期間は同年４月１日から令和８年３月３１日までの６

０箇月とする。） 

 （４） 履行場所 北九州市小倉北区城内１番１号 

          北九州市役所本庁舎２階会計室作業室 

 （５） 入札方法 総価（機器借入れ料及び保守料の合計額）により行う。 

  落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の 

  １０に相当する金額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があると

きは、その端数金額を切り捨てるものとする。）をもって落札金額とす

るので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免

税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当

する金額を入札書に記載すること。 

２ 入札参加資格 

  次の各号のいずれにも該当する者であること。 

 （１） 地方自治法施行令第１６７条の４の規定に該当しない者であること

。 

 （２） 北九州市物品等供給契約の競争入札参加者の資格及び審査等に関す

る規則（平成７年北九州市規則第１１号）第６条第１項の有資格業者名

簿に記載されていること。 

 （３） 本市から指名停止を受けている期間中でないこと。 

３ 入札書の提出場所等 

 （１） 契約条項を示す場所及び日時 

  ア 場所 北九州市小倉北区城内１番１号 
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       北九州市役所本庁舎１階 

       北九州市会計室 

  イ 日時 この公告の日から令和２年１１月２４日まで（日曜日、土曜日

及び国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する

休日を除く。）の毎日午前９時から午前１１時３０分まで及び午後１時

から午後４時３０分まで 

 （２） 入札関係資料の交付方法 前号アの場所において無償で交付する。 

 （３） 入札説明会の場所及び日時 入札説明会は行わない。 

 （４） 競争参加の申出書の提出 この公告に係る一般競争入札に参加を希

望する者は、令和２年１１月２４日までに競争参加の申出書を北九州市

会計室に提出しなければならない。 

 （５） 郵送による場合の入札書の受領期限 第１号アの場所に書留郵便に

より、令和２年１２月７日午後５時までに必着のこと。 

   なお、郵送以外による入札書の事前提出は認めない。 

 （６） 入札及び開札の場所及び日時 

  ア 場所 北九州市小倉北区城内１番１号 

       北九州市役所本庁舎地下２階第２入札室 

  イ 日時 令和２年１２月８日午後２時 

４ その他 

 （１） 契約手続において使用する言語及び通貨 

  ア 言語 日本語 

  イ 通貨 日本国通貨 

 （２） 入札保証金及び契約保証金 

  ア 入札保証金 入札価格の１００分の５以上。ただし、契約規則第５条

第７項各号のいずれかに該当する場合は、免除する。 

  イ 契約保証金 契約金額の１００分の５以上。ただし、契約規則第２５

条第７項第１号又は第３号のいずれかに該当する場合は、免除する。 

 （３） 入札の無効 

   次のいずれかに該当する入札は、無効とする。 

  ア この公告に示した競争入札参加資格のない者がした入札 

  イ 申請書等に虚偽の記載をした者がした入札 

  ウ 入札仕様書記載の入札者に要求される義務を履行しなかった者がした

入札 

  エ 契約規則第１２条各号のいずれかに該当する入札 

 （４） 落札者の決定方法 契約規則第１３条第１項の規定により定められ
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た予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって入札を行った者を落札

者とする。 

 （５） 契約書作成の要否 要 

 （６） この契約は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３４条の

３の規定による長期継続契約であるため、本契約締結日の属する年度の

翌年度以降において、歳出予算の当該金額について減額又は削除があっ

た場合、発注者は、この契約を変更し又は解除することができる。 

 （７） この公告に係る契約に関する事務を担当する主管課の名称及び所在

地等 

   北九州市会計室 

   〒８０３－８５０１ 北九州市小倉北区城内１番１号 

   北九州市役所本庁舎１階 

   電話 ０９３－５８２－２５１４ 
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地方独立行政法人北九州市立病院機構公告第１３号 

 地方独立行政法人北九州市立病院機構政府調達取扱規程（以下「政府調達取

扱規程」という 。） 第３条第１項に規定する特定調達契約につき、落札者を決

定したので、政府調達取扱規程第１５条第２項の規定により次のとおり公告す

る。 

  令和２年１１月９日 

地方独立行政法人北九州市立病院機構 理事長 中 西 洋 一   

１ 特定役務の名称及び数量 

北九州市立八幡病院総合医療情報システム 一式 

２ この公告に係る契約に関する事務を担当する主管課の名称及び所在地 

  北九州市立八幡病院事務局経営企画課 

  北九州市八幡東区尾倉二丁目６番２号 

３ 落札者を決定した日 

  令和２年１０月１２日 

４ 落札者の名称及び住所 

  キヤノンメディカルシステムズ株式会社北九州支店 

  北九州市小倉北区紺屋町１２番４号 

５ 落札金額 

  ７億７３０万円 

６ 契約の相手方を決定した手続 

  一般競争入札 

７ 一般競争入札を公告した日 

  令和２年８月２１日 

８ 落札方式 

  総合評価による 

９ 総合評価による点数 

  ９８９．１点（配点 満点１，０００点とは別に、価格評価点１位のもの 

に特別加算１００点を加算したもの） 
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